
包括外部監査　過去の措置状況一覧

◆平成２２年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【土地造成事業及び工業用水道事業の財務事務及び事業の管理・運営状況について】
	監　査　結　果（指摘事項）
	措　置　の　内　容

	第３　監査の結果及び監査結果に添えて提出する意見の要約
【1】 土地造成及び工業用水道事業に共通する事
項に関する監査の結果及び意見の要約
1． 土地造成事業に対する資金援助について
① 共通費の配賦について
土地造成事業及び工業用水道事業はいずれも公営企業課の所管であり、共通して発生する費用が存在するが、当該共通費は工業用水道事業が全額負担している状況となっている。
地方公営企業は、独立採算制を前提とするため、土地造成事業と工業用水道事業の共通費は、適切な按分基準を用いて配賦計算を行い、負担区分を明確にすべきである。
【２】土地造成事業に関する監査の結果及び意見

の要約
  １．土地台帳の正確性について
    土地造成事業において保有している販売用地
は、土地台帳によって工業団地別の土地面積、金額の増減状況が管理されている。当該土地台帳を確認したところ、その内容に誤りが散見され、会計帳簿との整合性も確保されていない状況であった。
会計帳簿と土地台帳との照合を行い、両者の

整合性を確保すべきである。
２．有価証券整理簿の整備状況について
　　預り有価証券は、有価証券整理簿を作成する

ことが求められているが、有価証券整理簿が作
成されていない。早急に有価証券整理簿を作成
し、有価証券の保有状況を適切に管理しておく
必要がある。
【３】工業用水道事業に関する監査の結果及び意
見の要約
１．工業用水道事業会計における会計処理について
① 退職給与引当金に係る会計処理について
平成21年度末時点における退職給与の期末要
支給額は159百万円であり、決算書に計上されている退職給与引当金255百万円との差額95百万円が負債として過大計上されている。
② 減価償却計算の誤りについて
工業用水道事業会計における固定資産の減価償却計算を検証したところ、次のとおり誤りが発見された。
項目

内容

平成21年度までの累積影響金額
給水管 
(受贈資産)
受贈資産について「みなし償却」を実施すべきところ、通常の減価償却を実施していた。

△1,199 千円

アスファルト

舗装

耐用年数10年であるところ、40年として計算していた。

215 千円

県においても独自に減価償却計算の再計算を実施するなど固定資産台帳の正確性について検討すべきである。


	土地造成事業及び工業用水道事業の両事業で発生する共通経費については、業務量に応じた按分計算を行い、土地造成事業会計も負担するよう改める。
　土地台帳の誤りについては既に修正した。
また、土地台帳と会計帳簿との整合性を確保するため、土地台帳の様式を変更した。

有価証券整理簿を作成し適切に管理している。
総務省において、地方公営企業会計制度の見直しが進められており、新制度の基準に従い関係課と協議して退職給与引当金の見直しを行う。

平成２２年度決算において、減価償却費の修正を行った。
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